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＜主な経緯＞
○原⼦炉設置許可 １号機：昭和41年12⽉1⽇ ２号機：昭和43年5⽉10⽇
○営業運転開始 １号機：昭和45年11⽉28⽇ ２号機：昭和47年7⽉25⽇
○電気事業法に基づく電気⼯作物変更の届出 平成27年3⽉17⽇
○電気事業法に基づく廃⽌ 平成27年4⽉27⽇
○廃⽌措置計画認可申請 平成28年2⽉12⽇

1美浜発電所１、２号機の経緯

＜美浜1,2号機の概要＞



廃⽌措置の基本⽅針 2

１号機 ２号機

【美浜発電所】

○安全の確保を最優先に、放射線被ばく線量及び放射性廃棄物発⽣量の低減に努め、
保安のために必要な機能を維持管理しつつ着実に進める。

○周辺の公衆及び放射線業務従事者の放射線被ばくを低減するよう、廃棄物処理に必要
な設備の機能を維持しつつ、効果的な除染技術、遠隔装置の活⽤等を講じた解体撤去
の⼿順及び⼯法を策定し実施する。

○廃⽌措置の全体⼯程（30年間）を４段階に区分し、段階的に進める。

【廃⽌措置対象施設】



廃⽌措置の⼯程

解体準備期間
H28年度（認可後）〜H33年度

原⼦炉周辺設備解体撤去期間
H34年度〜H47年度

原⼦炉領域
解体撤去期間
H48年度〜H53年度

建屋等
解体撤去期間
H54年度〜H57年度

廃
⽌
措
置
の
⼯
程
︵
1
号
機
及
び
2
号
機
︶ 安全貯蔵

系統
除染

残存放射能調査

原⼦炉周辺設備の解体撤去

原⼦炉領域の解体撤去

２次系設備の解体撤去

核燃料物質の搬出

放射性廃棄物の処理・処分

建屋等の解体撤去

機器等の除染
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廃⽌措置の主な⼯事内容と安全対策
①解体準備期間 （H28年度（認可後）〜H33年度） ②原⼦炉周辺設備解体撤去期間（H34年度〜H47年度）

⼯
事
内
容

・系統除染
・残存放射能調査
・核燃料物質の搬出
・２次系設備の解体撤去
・安全貯蔵

安
全
対
策

・遮蔽、遠隔操作等による被ばく低減 等
⼯
事
内
容

・原⼦炉周辺設備の解体撤去
（第１段階に引き続き）
・核燃料物質の搬出
・２次系設備の解体撤去
・安全貯蔵

安
全
対
策

・遮蔽による被ばく低減
・防保護具着⽤による内部被ばく防⽌
・汚染防⽌囲い等の活⽤による粉じん
の拡散・漏えい防⽌ 等

③原⼦炉領域解体撤去期間 （H48年度〜H53年度） ④建屋等解体撤去期間 （H54年度〜H57年度）

⼯
事
内
容

・原⼦炉領域の解体撤去
（第２段階に引き続き）
・２次系設備の解体撤去
・原⼦炉周辺設備の解体撤去

安
全
対
策

・遮蔽、遠隔操作等による被ばく低減
・防保護具着⽤による内部被ばく防⽌
・汚染防⽌囲い等の活⽤による粉じんの
拡散・漏えい防⽌ 等

⼯
事
内
容

・管理区域の解除
・建屋等の解体撤去

安
全
対
策

・汚染防⽌囲い等の活⽤による粉じん
の拡散・漏えい防⽌ 等

海⽔ポンプ

その他
２次系設備
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主な解体範囲

主な解体範囲 主な解体範囲

原⼦炉格納容器

原⼦炉補助建屋 タービン建屋

蒸気発⽣器
原⼦炉
容器

加圧器
核燃料物質
の搬出 新燃料庫使⽤済

燃料ピット

体積制御
タンク

原⼦炉格納容器

原⼦炉補助建屋 タービン建屋

蒸気発⽣器
原⼦炉
容器

加圧器

使⽤済燃料ピット

海⽔ポンプ

原⼦炉格納容器

原⼦炉補助建屋

原⼦炉格納容器主な解体範囲

原⼦炉補助建屋 タービン建屋

タービン蒸気発⽣器
原⼦炉
容器

加圧器

発電機
新燃料庫

使⽤済
燃料ピット

復⽔器

海⽔ポンプ

系統除染範囲残存放射能調査範囲

新燃料
の搬出

体積制御
タンク



核燃料物質の管理及び譲渡し

○搬出するまでの期間、新燃料貯蔵設備⼜は使⽤済燃料貯蔵設備で貯蔵する。
○新燃料は、第１段階が終了するまでに廃⽌措置対象施設から搬出し、加⼯施設へ輸
送する。

○使⽤済燃料は、第２段階が終了するまでに廃⽌措置対象施設から搬出する。
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貯蔵場所
種類及び数量

１号機 ２号機
新燃料 使⽤済燃料 新燃料 使⽤済燃料

１号機
原⼦炉
補助建屋内

新燃料
貯蔵設備 28体 (9tＵ) － － －
使⽤済燃料
貯蔵設備 32体 (11tＵ) 191体 (64tＵ) － －

２号機
原⼦炉
補助建屋内

新燃料
貯蔵設備 － － 48体 (19tＵ) －
使⽤済燃料
貯蔵設備 － － － 400体 (159tＵ)

３号機
原⼦炉
補助建屋内

使⽤済燃料
貯蔵設備 － 40体 (13tＵ) － 110体 (44tＵ)

合計 60体 (20tＵ) 231体 (77tＵ) 48体 (19tＵ) 510体 (202tＵ)

核燃料物質の貯蔵量

※ 重量については、端数処理のため合計値が⼀致しないことがある。



汚染された物の廃棄

○放射性固体廃棄物の管理
・放射能レベルに応じて、廃⽌措置の終了までに廃棄施設に廃棄する。
・放射性物質として取り扱う必要のないもの（クリアランス）は、所定の⼿続き及び国の
確認を経て、可能な限り再⽣利⽤する。

放射能レベル区分
推定発⽣量

1号機 2号機 合計

低レベル
放射性
廃棄物

放射能レベルの⽐較的⾼いもの（L1） 約110 約110 約220
放射能レベルの⽐較的低いもの（L2） 約630 約800 約1,430
放射能レベルの極めて低いもの（L3） 約1,600 約1,790 約3,390

放射性物質として扱う必要のないもの（クリアランス） 約3,600 約4,100 約7,600
合計 約5,900 約6,800 約12,600

※ 推定発⽣量は、第1段階に実施する残存放射能調査結果を踏まえ⾒直していく。
端数処理のため合計値が⼀致しないことがある。

（単位：トン）廃⽌措置に伴い発⽣する放射性固体廃棄物の推定発⽣量
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○放射性気体廃棄物及び放射性液体廃棄物の管理
適切に処理を⾏い、運転中と同様に環境モニタリング下で放出する。


